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 本報告は，滋賀県の天井川における伏没・瀬切れ特性を踏まえ，河川整備計画段階における

水環境確保手法を提案するものである．提案に際し，モデル河川の瀬切れ実態，河道内地下水

位の現地観測を実施し，瀬切れ事象を再現できる簡易予測モデルを構築した上で，河道形状の

工夫（淵形成）により実現可能な対策について検討した．また，試験施工した水制によるシェ

ルター（避難場）確保の可能性を確認し，モデルの妥当性を検証した．さらに，他の瀬切れ河

川においても適用できるようにするため，瀬切れ河川における河川整備計画段階での現実的な

水環境確保方策を検討する際の道筋を示した「河川維持河相の手引き(素案)」を作成した． 
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1.  はじめに 

 河川整備計画では「流水の正常な機能の維持」を目的

として，各河川の正常流量を記述することとなっている

（河川法第16条の2）．この検討は，「正常流量検討の
手引き（案）」（国土交通省河川局河川環境課 平成19
年9月）を参照し，10年に1回程度の渇水時においても確
保すべき必要流量を設定されることが慣習的となってい

る．しかし，滋賀県の扇状地の天井川の多くは，毎年の

ように「瀬切れ（流水が途切れる現象）」が発生し，手

引きを適用した正常流量を確保することが難しい． 
 本報告は，滋賀県の天井川（A川）における伏没・瀬
切れ特性を踏まえ，河川整備計画段階における水環境確

保手法を提案するものである（図-1）．  
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図-1  本報告における対象目標の位置付け 

 

2.  瀬切れ簡易予測モデルの構築 

 瀬切れの有無を予測する統計モデルの構築および説明

変量を得るために，河道微地形等のデータの収集整理，

現地調査による瀬切れ実態，河道内地下水位，伏没量

（地表水が地下へ流出する流量）の現地調査を行った． 
 
(1)   河川微地形データ整理 
 面的な河床微地形データを作成するため，LP（レー
ザープロファイラ）測量結果および航空写真から，予測

モデルでの河道微地形を表現できるメッシュサイズ

（5m×5m）の地盤高データ（高さの精度は±15cm程
度）を整理した． 
 
(2)   瀬切れ実態調査 
 瀬切れ予測モデルの検討対象範囲（約10km）におい
て瀬切れ実態調査を行った（写真-1）．調査時期は，過

去データに基づき，A川で瀬切れが頻発する時期（6月
～10月）を対象に，平成24年7月から平成25年10月の計
14回，目視観測および定点写真撮影を実施し，河川流量
と河道内の瀬切れの平面分布や瀬切れ箇所を把握した．

この結果にあわせて，（1）で作成したメッシュ毎に水
面の有無を整理し，河川流量と水面分布の予測モデルの

検証データを作成した． 
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写真-1  瀬切れ実態調査（左：H24/7/31，右：H24/8/8） 
 
(3)  河道内地下水調査 
瀬切れ・伏没後の河道内水位の低下範囲を把握する

ため，本検討では，検討対象範囲のうち3箇所において，

最深河床高から約3m程度の深さにダイバー水位計を設置

し，平成24年7月から平成25年11月の約17ヶ月間の地下

水位の連続観測を行った． 

 

(4)  簡易予測モデルの構築 
瀬切れ現象の予測モデルには，表流水と地下水を一

体化した水理モデル（詳細モデル）ではなく，より簡便

で短時間にモデル構築が可能な統計モデルとして，一般

線形混合モデルによるロジスティック回帰分析を用いて

構築した（図-2）．  
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図-2  瀬切れ簡易予測モデルの検討フロー 
 

本検討では，「河道形状の工夫」や「流水環境の確

保」の組合せに応じて，瀬切れ対策を評価することが可

能なモデルを構築するため，目的変数を瀬切れ実態調査

のメッシュ毎の水面出現状況とし，調査時の河川流量

(x1)，河川微地形データより算出したメッシュ毎の地盤

高(x2)，水面との比高差(x3)，縦断距離区分(x4)および，

低水路幅(x5)を説明変数として，メッシュ毎に求めた水

面出現確率から水域分布を推定した．なお，説明変数間

に強い相関関係が存在する場合は予測モデルの信頼性が

低くなることから，分散拡大係数（VIF）を事前に算出

し，VIFが10以上の説明変数については，目的変数との

関係が強い方を採用した． 

解析の結果，水面の出現状況と有意な相関関係

（P<0.05）のみられる説明変数として，河川流量(x1)，

水面と地盤の比高差(x3)，縦断距離区分(x4)，低水路幅

(x5)が選択された．また，水面の出現には「流量」の影

響が最も大きく，次いで「水面と地盤高の比高差（河道

形状の工夫）」の影響が大きいことが予測モデル式（各

変数の影響度）から読み取れる（表-1）． 

 
表-1  ロジスティック回帰分析結果に基づく瀬切れ対策の考察 

変数 影響度（Z値） 相関関係 対策

河川流量（ X1）
1位
（167.48）

水面の出現に最も影響する要因
であり、河川流量の増加に伴い水
面出現確率が増加する

流水環境の確保
（水融通）

水面と地盤の比

高差（X3 ）

2位
（40.4）

流量に次いで水面出現への影響
が高く、河床が低いほど水面出現
確率が高くなる

河道形状の工夫
（深みの形成）

縦断距離区分

（X4 ）

3位
（36.17）

下流側で水面出現確率が低く、表
面流の蒸発や河床材料の堆積の
影響が考えられる

瀬切れが顕著な下流の
対策を優先的に実施

低水路幅（ X5）
4位
（-11.48）

影響度は最も低いが低水路幅が
狭いほど水面出現確率が高くなる

低水路幅の縮小
 

予測モデル式を式(1)に示す． 

 
 (1) 

  
 ここに，p：水面出現確率，xn：説明変数(n=1,3,4,5) 
 
水面出現確率に対して水面の出現・非出現を判断す

るROC解析を行い，最も識別力が高くなる閾値を求めた

結果，水面出現確率pは41％以上となった（図-3）． 
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図-3  ROC曲線(水面正解率と陸地不正解率をプロットしたもの) 
 
(5)  モデルの検証 
 構築した簡易予測モデルを用いて作成した水面分布図

と現地調査結果を比較した結果，瀬切れが顕著な 3.4k

～11.0kにおける予測結果の正解率（現地調査と予測結

果が一致したメッシュ数／全メッシュ数）は80.9％であ

り，現状を再現することができた． 

 また，現地調査において，瀬切れ区間で確認した点在

する淵（深み）の再現性を検証した結果，現地調査で水

面が確認された箇所とほぼ同じ箇所で水面出現を予測で
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きた（図-4）． 

 

現地調査結果 水面予測図 
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図-4  現地調査と予測結果の比較 

 

3.  河川整備計画段階での水環境確保手法の検討 

(1) 対象生物種の選定 
 流量が減少し，河川が瀬切れした場合，最も影響を受

けるのは，流水環境下で，遡上，生息，産卵する魚種と

考えられる．代表種としては，高水温，溶存酸素不足，

流水の止水化等の生息環境の変化が他の魚類に比べ敏感

で，かつ，滋賀県内での産業的価値がある「アユ」を指

標とすることが，河川が瀬切れした場合の最低限の機能

維持を評価するのに適切であると考えられる． 

  
(2)  河川整備計画段階における対応方針の検討 
 アユの生活史（遡上期・成長期・産卵期）に着目し，

「河道形状の工夫（淵形成）」と「流水環境の確保（水

融通）」の組合せにより，生態系維持に必要な水環境の

確保方針を整理した（図-5）．これを踏まえ，河川整備

計画段階においては，まずは「河道形状の工夫」を実施

し，「流水環境の確保」については今後の社会情勢等の

変化も踏まえながら，利水者との問題意識の共有化を図

った上で対応方針を検討していくものとした（図-6）． 
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• 通期にわたり、河道形状対応で、水制等で深みを形成し、
魚類等が避難できるようなシェルターでの水域を確保

遡上期
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図-5  アユの生活史に着目した水環境の確保方針 
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図-6  河川整備計画段階における対応方針のイメージ 

 
(3)  河道形状の工夫 
a) 対応方針 
 当面の対応として，魚類等が避難できるシェルター

（避難場）を水制工，巨石工，根固めブロック等の設置

による河道形状の工夫で深み（淵）を形成し，水域（水

面）を確保するものとした．シェルターの形成にあたっ

ては，河川管理者が実施するものに加えて，新たに地域

の市町，住民，学校，大学等と連携し，手づくり施工が

可能なものについて実施することも試みとして考えられ

る． 

 

b) 瀬切れ対策区間の抽出 
 河道内地下水位と同時期の堤内地地下水位の相関から，

過去8カ年の確率規模別河道内水位の最低水位を推定し

たところ，瀬切れが頻発する7月～8月では河床から約1m

の河道内地下水位が約1/2確率規模に相当し，約1m以上

の淵を形成すれば，瀬切れ時も水面が出現し易いものと

想定される（図-7）． 
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 図-7  確率規模別河道内地下水位と最深河床高との関係 
 

 これを踏まえ，河川流量1.0㎥/sかつ河床低下1.0ｍと

いう条件下で，構築した簡易予測モデルにより河床低下

で水面が形成しやすい区間（以下，淵形成ポテンシャル

が高い区間）を抽出し，瀬切れ実態から瀬切れの発生し

やすい区間も勘案し，河道形状の工夫による瀬切れ対策

区間を抽出した（図-8）． 
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図-8  河道形状の工夫による瀬切れ対策区間の抽出 
  

c) 試験施工による検証 
 A川では，河道形状の工夫による瀬切れ対策として，

みお筋位置の安定した河岸に異形ブロックによる横向き

水制工１基を試験施工した（写真-2）．簡易予測モデル

では，河床低下１ｍ時に水面が出現するとの予測に対し，

同年の瀬切れ発生日の観測では河床が１ｍ程度低下し，

水面の確保およびアユの生息が確認された（写真-3）． 

 引き続き，瀬切れが発生しやすく，淵形成ポテンシャ

ルの高い区間で，水制工の試験施工を追加実施し，水制

の規模（高さ，長さ等）と洗掘深の関係，淵形成効果を

確認していく予定である． 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2  試験施工の実施（水制工） 

設置後約３ヶ月経過

 

写真-3  試験施工箇所のモニタリング 
 

(4)  流水環境の確保 
 アユの遡上期や産卵期は，流水環境の確保が必須条件

であり，河道形状の工夫の取り組みと並行して検討する

必要があるが，非常にハードルが高いので，今後の社会

情勢等の変化も踏まえながら，利水者を含む関係者間の

問題意識の共有化を図った上で対応方針を検討していく

ことが必要である． 

 

4.  河川維持河相の手引き(素案)の作成 

 本検討の成果を踏まえ，滋賀県内のみならず，全国の

河川での適用も想定した天井川での現実的な瀬切れ対策

について「河川維持河相の手引き(素案)」を作成した． 

 

5.  おわりに 

 本検討では，滋賀県内のモデル河川を対象に，瀬切れ

河川における河川整備計画段階での現実的な水環境確保

方策を検討する際の一つの道筋を提案することができた． 

 今後，県内の河川整備計画の策定において，「流水の

正常な機能の維持」を目的とした正常流量を検討する際

に，今回提案した手法が有効に活用されることを願うと

ともに，今後，本報告で提案した取り組み内容について，

日本全国へ発信していくことも重要であると考える． 
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